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　本稿では、日本における地域指向 CSR の最近の動向を検証しながら、2012 年に実施した静岡県遠州地域の企業の社会貢献活動調査
の結果をもとに、地域指向 CSR の可能性を検証するものである。
　This paper is the report to clarify the Community oriented CSR activities in Japan using the recent research result of the Social 
Contribution of corporations in Shizuoka Enshu Area, Japan, conducted in 2012.
１．地域指向ＣＳＲとは












告書のガイドライン規格の GRI ガイドライン 3) などが
ある。こうした諸制度の成立後、概念の整理と統合を進
めて、2010 年 10 月に国際標準化機構が実現したの
が ISO26000 である。






ダンス規格である。今後 ISO26000 は CSR 規格の中
心的な規格として、影響を発揮することは間違いない。
　その中核の理念として 7 つの原則（表 1 参照）と、
















































































岐阜県 2004 年 909/161 81.4％ 金銭支援 -
千葉県 2006 年 2,420/727 57.9％ 金銭支援 7.7％
神奈川県 2007 年 3,557/977 49.9％ 清掃活動 7.3％
北海道 2007 年 1,062/255 51.8％ 金銭支援 -
秋田県 2007 年 1,000/230 77％ 環境保全 51.3％
福岡県 2009 年 1,661/949 49.8％ 金銭支援・清掃活動 32.7％
愛知県 2010 年 1,179/388 62.5％ 環境保全・リサイクル活動 37.4％































































































































　表 5 には、2010 年度の浜松商工会議所の部
会に所属する企業の割合を、参考に入れている。
表 5　企業の業種




建設材木 19 0 4 23 13.7% 25.4%
食品 6 3 1 10 6.0% 5.6%
繊維ファッション 3 1 0 4 2.4% 2.8%
楽器木工 3 0 0 3 1.8% 1.8%
情報文化 2 1 1 4 2.4% 5.3%
化学・エネルギー 2 2 2 6 3.6% 2.7%
金属機械工業 4 3 0 7 4.2% 7.8%
電子・光 4 1 0 5 3.0% 1.7%
輸送用機器工業 15 4 0 19 11.3% 3.6%
運輸 ･ 通信 6 2 0 8 4.8% 1.9%
金属機械商業 4 1 0 5 3.0% 3.7%
商業 13 4 3 20 11.9% 8.0%
観光サービス 3 0 2 5 3.0% 7.8%
輸送用機器サービス 2 0 0 2 1.2% 4.3%
金融・理財 3 6 1 10 6.0% 3.1%
不動産 1 0 0 1 0.6% 3.7%
専門サービス 31 1 4 36 21.4% 11.2%
合計 121 29 18 168
* 浜松商工会議所の部会の数字は、『平成 22 年度　事業報告書概要版』から引用
(c)　企業資本金と雇用者数の規模
 　資本金 50 億円以上の企業は、広域地域の企
業が多く、遠州地域は 50 億円未満の企業が、
95％近くを占めることが表 6 わかる。また遠州
地域の 1 億円未満の企業が 69％を占め、規模が
小さいものが多数みられる。
 　1 万名以上の雇用をもつ 18 の企業のうち、遠
州地域の企業は 4 件で、残りの 14 件は広域地
域の企業になることが表 7 からわかる。逆に、
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500 名未満の企業を見ると、遠州地域企業は





遠州 広域 中規模 合計
1000 億以上 1 8 0 9 5.4%
500 億以上－ 1000 億未満 1 5 2 8 4.8%
100 億以上－ 500 億未満 2 4 0 6 3.6%
50 億以上－ 100 億未満 2 1 1 4 2.4%
10 億以上－ 50 億未満 10 6 3 19 11.3%
1 億以上－ 10 億未満 22 3 6 31 18.5%
01. 億以上－ 1 億未満 60 0 4 64 38.1%
01. 億未満 10 0 0 10 6.0%
不明 13 2 2 17 10.1%
合計 121 29 18 168
表 7　企業の雇用者数の規模
遠州 広域 中規模 合計
10,000 名以上 4 14 0 18 10.7%
5,000 名以上－ 10,000 名未満 1 4 0 5 3.0%
1,000 名以上－ 5,000 名未満 14 6 3 23 13.7%
500 名以上－ 1,000 名未満 12 1 2 15 8.9%
100 名以上－ 500 名未満 23 0 8 31 18.5%
50- 名以上 100 名未満 21 0 0 21 12.5%
50 名未満 30 0 1 31 18.5%
不明 16 4 4 24 14.3%


















































環境管理型 26 0 1 27 16.1%
環境保全型 6 3 0 9 5.4%
社員参加型 8 3 4 15 8.9%
寄付型 18 7 4 29 17.3%
独自イベント主催型 20 10 3 33 19.6%
既存インベト参加型 9 3 3 15 8.9%
総合型 22 2 2 26 15.5%
障がい者の雇用型 3 0 0 3 1.8%
自社製品で貢献型 7 1 0 8 4.8%
その他 2 0 1 3 1.8%


















「環境管理型 (17 件 )」「総合型（16）」「独自イ
ベント主催型（10 件）」の順で、多様なスタイ
ルが展開されている。
(b) 社会貢献活動は、早いもので 1960 年代に取り
組みが始まっている。初期の活動は、自社商品の
販売促進につながる講座、イベントの開催が目































































2) ア メ リ カ の CSR 評 価 機 関 で あ る Social Accountability 
International (SAI) によって策定された。この SA 8000 シリー
ズは、審査登録機関の調査による第三者による認証システムとなっ
ており、企業の労働環境についての方針や現場が細かくチェックさ
れ、合格した企業だけが SA 8000 の取得ができることになる。
3) 事業者が、環境・社会・経済的な発展に向けた方針策定、計画立案、
具体的取組等を促進するため、1990 年代後半につくられた国際
的なガイドライン。GRI はオランダに本部を置く NGO で、CSR（企
業の持続可能性レポート）ガイドラインづくりを目的とする国連環
境計画（UNEP）の公認協力機関である。2000 年 6 月に GRI ガ
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